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想定を超える災害への対応のために
－低頻度メガリスク型沿岸域災害に関する研究－

沿岸海洋研究部 沿岸防災研究室長 根木 貴史

（キーワード） 高潮・津波、計画外力、後悔しない施策（Non-Regret Policy）

１．はじめに

インド洋大津波やハリケーンカトリーナなど大

規模な災害が世界で相次ぎ、発生頻度は低いもの

の生起すれば大災害となる、低頻度メガリスク型

沿岸域災害（以下「メガリスク災害」）への関心

が高まってきている。国土技術政策総合研究所で

は、「メガリスク災害」を「想定を超える災害」

と捉え、その対応について検討を行って来た。

２．海岸保全施設以外の施設による減災効果及び

その効用を評価する手法の検討

津波・高潮に対する建物等の減災効果を評価す

る手法として、行政目的への利用を念頭においた

簡易なシミュレーションモデルを提案した。同モ

デルでは、航空測量写真が無くても住宅地図があ

れば作成できる簡易な「合成地盤高モデル」を用

いた。

平常時における効用を評価することにより、従

来の費用対効果分析より、投資限界が数倍に上が

り得るケースもあることを示した。これは、災害

時の効用だけではＢ／Ｃ（費用対効果）が出ない

場合でも、平常時の効用までカウントすることに

より、数倍規模の事業でもＢ／Ｃが確保されるケ

ースがあることを意味する。

３．合意形成手法の検討

しかしながら、堤防を越えて流入した海水に対

して建物や公園等の減災性能を期待することは、

一部の被災を受容することを意味する。これをど

こまで容認するのかといったコンセンサス作りが

重要となる。また、一般住民に加えて、事業所、

生産拠点や多くのライフライン等沿岸域に立地す

る主体の多さが、行政だけでの対応に限界をもた

らす。そこで、低頻度メガリスク型沿岸域災害に

適応する場合の合意形成プロセスモデルを提案し、

海岸保全施設以外のインフラ情報も取り込んだ統

合的なマネジメントシステムの必要性を指摘した。

４．おわりに

本研究では、「想定を超える災害」への対応と

して、災害時に減災効果がありかつ平常時にも社

会的に有用な施設の整備により対応する方策、す

なわち「後悔しない施策(No-Regret Policy)」を

提案した。

本調査では、一部の被害を受容しつつも壊滅的

な被害を避ける方策について、議論の俎上にのせ

るための考え方の素地を作るに止まったが、今後、

合意形成に繋がる道筋を示していく取組みが求め

られる。

図 施設が有する効用(災害時･平常時) 
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もし、災害で首都圏の 

国際空港が使えなかったら 
 

 

空港研究部　空港新技術研究官 中島 由貴 

（キーワード） 国際航空輸送、リスク、業務継続、代替輸送、横断的連携  

 

１．空港の長期孤立 

空港は、騒音問題により臨海部や田園地域に設

置され、母都市と束状の道路・鉄道により結ばれ

ている。阪神淡路大震災で阪神間の束状の道路・

鉄道がすべて寸断されたことから、地震により空

港アクセスの道路・鉄道が寸断されると、耐震化

が進展した空港の被害は僅少ながらも、長期に空

港が孤立する事態が想定される。すなわち、空港

配置そのものが災害に脆弱であり、空港ピンピ

ン・アクセスコロリといった事態が想定される。 

 

２．経済的なダメージ  

万が一、首都圏の国際拠点空港（成田国際空港）

において、アクセスの寸断で空港機能が１ヶ月に

わたり半減した場合、国際線では、観光ツアーや

生鮮品輸送の「取りやめ」、業務客の「迂回」、

水平分業に欠かせない半導体等の「迂回・滞留」

などが予想される。これらシナリオから算定モデ

ルを作成し、経済的ダメージを28日間の累積で試

算したところ、航空運賃などの直接損失で1950億

円、波及影響は、生産額で約3300億円、粗付加価

値額（二次）で約1700億円に及ぶ。 

 

３．代替輸送 

関西・中部国際空港を代替空港として、発災後1

週間は既存便の空席だけで、2週間目から増便で代

替輸送を行う場合、流動を試算すると、例えば、

近隣アジアとの間で、前者は大きな滞留が生じ混

乱が予想されるが、後者は2週間で滞留が解消する

（図１）。しかし、増便は定期便の機材の利用が

必要となり、一般に定期便休止の認可は半年を要

することから、その手続き面の改善が必要である。 
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図１ 代替輸送の効果 

 

４．横断的連携の必要性と今後の課題 

航空輸送は、航空会社、空港会社、アクセス事

業者など多数の関係者が関わっている。代替空港

からの代替輸送の円滑な実現のためには、定期便

休止の手続きの改善など、これら関係者の横断的

な連携が不可欠である。そのキックオフとして、

関係者合同の国際航空輸送の業務継続計画の雛形

を作成し、現場へ反映しつつあるところである。 

今後、国内線についても、新幹線による代替輸

送も考慮し（首都直下地震では新幹線も被災）検

討を深めていきたい。 
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